第３部　認定･補償請求の事務処理
Ⅰ　認定の基準
Ⅰ　認定の基準
１　公務災害の認定
（１）基本的な考え方
　　　職員が災害を受け、その災害が公務災害として認められるためには、職員が公務に従事し、任命権者の支配管理下にある状況でその災害が発生したこと（公務遂行性）と、公務とその災害との間に相当因果関係があること（公務起因性）の二つの要件を満たす必要があります。
　　　具体的には次表のとおりですが、詳しくは次ページ以下で、負傷の場合、疾病の場合に分けて説明します。
	事　項
	説　　　　　　　　明

	公務遂行性
	次の場合には公務遂行性があるといえます。

①　任命権者の支配下にあり、かつ、施設管理下にあって公務に従事している場合
　（公務自体及び生理的必要行為（用便、水を飲む等）などを行っている場合）
②　任命権者の支配下にあり、かつ、施設管理下にあるが公務に従事していない場合
　（勤務場所又は付属施設内において自由行動を許されている休憩時間中等）
③　任命権者の支配下にあるが、施設管理下を離れて公務に従事している場合

　（出張用務先で出張用務遂行中の場合等）
④　特別な状況下における出勤又は退勤途上にある場合
⑤　地方公務員法第42条の規定に基づき、任命権者が企画、立案、実施したレクリエーション等に参加している場合

	公務起因性
	　公務に内在している危険が現実化したものであることが経験上認められる（相当因果関係（注１）がある）ことをいいます。
　負傷については、外面的に明らかであり、公務起因性の判断が比較的容易です。
　疾病については、一般に、種々の原因又は条件が複雑に絡み合って発症し、その原因のうちでその職員がもともと有していた素因（注２）又は基礎疾患（注３）が、疾病の発症に大きく関わっている場合が多いといわれているところから、公務起因性が認められるためには、公務が疾病の発症に相対的に有力な原因であると医学的に認められることが必要となります。

これは、災害補償制度が無過失責任主義をとり、地方公共団体の全額負担により一切が賄われていることから、公務が有力な原因でない場合まで補償の対象とすることは不合理であるためです。


（注１）「相当因果関係」とは、通常一定の行為から一定の結果をもたらすことが相当であると認められる場合の因果関係をいいます。

（注２）「素因」とは、遺伝的、体質的にある特定の疾病に罹患しやすい状態をいいます。

（注３）「基礎疾患」とは、現存する疾病に先行して継続的に存在し、現存する疾病の発症の基礎となった既往の病的状態をいいます。
（２）公務上の負傷の認定

　　　負傷は、その発生が外面的に明らかであるため、一般に、公務遂行性が認められれば、公務起因性も認められることになります。つまり、被災職員が職務遂行中その任命権者の支配管理の下にある状態で災害を受けたか否かが重要な判断要素となり、次表に掲げるような場合の負傷は、通常、公務災害とされます。

　　　ただし、公務遂行性が認められるものであっても、①故意または本人の素因によるもの　②天災地変（天災地変による事故発生の危険性が著しく高い職務に従事している場合及び罹災地への出張した場合を除く。）によるもの　③偶発的な事故によるもの（私的怨恨によるものを含む。）と明らかに認められるものは、公務起因性が認められず、公務災害とはなりません。
（公務上の負傷となるもの）

	区　　分
	説　　　　　　明

	１　自己の職務遂行中の負傷
	①　法令又は権限ある上司の命令により職員に割り当てられた職務に従事している場合

②　地方公務員法第39条の規定による研修を受けている場合

　　研修には、地方公共団体が行う研修と職員自身が自発的に行う自主研修があるが、対象となるのは法第39条の規定に基づき地方公共団体が行う研修である。

③　地方公務員法第42条の規定による職員の保健のための健康診断を受けている場合

　　ただし、人間ドック等のように、その受診が職員の意思に委ねられているものは除く。

	２　職務遂行に伴う合理的行為中の負傷
	①　業務待機中の行為

　　業務待機中としては著しく社会通念を逸脱していないこと

②　生理的必要行為

　　用便のための構内通行行為や、水等を飲むために往復する行為

③　公務達成のための善意行動

　　慣例的に同僚の職務を援助する行為、勤務公署の業務の運営を阻害する状態を排除する行為等が該当し、公務上の必要性のないいわゆる道義的立場からの善意行為は公務外


	区　　分
	説　　　　　　明

	
	④　食事行為

　ア　勤務公署内に食事施設がある場合は、勤務場所と食事施設との間の往復行為

　イ　勤務公署内に食事施設がない場合又は食事施設があっても不十分な場合は、勤務公署とその近辺の食堂との間を合理的な経路及び方法により往復する行為

　　（ただし、食事行為そのものは、公務ではなく私的行為である。）

⑤　医療機関へ行く行為

　　負傷又は疾病のため緊急の治療が必要であると認められる職員が、所属部局の長の指示又は了解を受けて、治療のため勤務時間を割いて勤務公署と医療機関との間を合理的な経路及び方法により往復する行為

	３　職務遂行に必要な準備行為又は後始末行為中の負傷
	　勤務時間の始め又は終わりにおいて職務遂行に必要な準備行為又は後始末行為
（例示）

　　更衣、機械器具の点検・整備・格納、作業環境の整備など

	４　救助行為中の負傷
	　勤務場所において負傷又は疾病にかかった職員を救助する行為

	５　防護行為中の負傷
	　非常災害時において勤務場所又はその附属施設（公務運営上の必要により入居が義務付けられている宿舎を含む。）を防護する行為

	６　出張又は赴任の期間中の負傷
	　出張又は赴任の期間中に発生した負傷は、次の場合を除き公務災害となる。

①　合理的な経路又は方法によらない順路にある場合

②　恣意的行為を行っている場合

③　出張期間が長期にわたる場合（概ね１か月）において、宿泊施設内にあるとき又は宿泊施設と勤務場所との間の往復途上にあるとき（この場合の往復途上は通勤災害の対象となる。）

　なお、旅行命令によらない経路によった場合でも、その経路によったことが客観的に妥当と認められる経路に当たる場合は、合理的経路として扱われる。
　また、通常の宿泊行為中の負傷は、宿泊行為を出張に伴う必然的行為と考え、著しく酩酊して階段から転落したような場合等特に恣意的な行為によるものを除き、公務上として扱われる。


	区　　分
	説　　　　　　明

	７　出勤又は退勤途上の負傷
	　通勤途上の災害は一般的には通勤災害として扱われるが、次の場合は任命権者の拘束性が認められ、公務災害として扱われる。

①　公務運営上の必要により、特定の交通機関によって出勤又は退勤することを強制されている場合の出勤又は退勤の途上

②　突発事故その他これに類する緊急用務のため、直ちに又はあらかじめ出勤することを命ぜられた場合の出勤又は当該退勤の途上

③　午後10時から翌日の午前７時30分までの間に開始する勤務に就くことを命ぜられた場合の出勤の途上

④　午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務が終了した場合の退勤の途上

⑤　宿日直勤務を命ぜられ、直接当該勤務に就くため出勤し、又は当該勤務を終了して退勤する場合の出勤又は退勤の途上
⑥　引き続いて24時間以上となった勤務が終了した場合の退勤の途上

⑦　地方公務員法第24条第５項の規定に基づく条例に規定する勤務を要しない日及びこれに相当する日（以下「勤務を要しない日」という。）に、特に勤務することを命ぜられた場合の出勤又は退勤の途上

⑧　国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始の休日に、特に勤務することを命ぜられた場合（交代制勤務者等でその日に当然に勤務することとなっている場合を除く。）の出勤又は退勤の途上

⑨　勤務を要しない日とされていた日に勤務時間の割り振りが変更されたことにより勤務することとなった場合（交代制勤務者等にあっては、その日前１週間以内に変更された場合に限る。）の出勤又は退勤の途上

⑩　①から⑨までに掲げる場合の出勤又は退勤に準ずると認められる出勤又は退勤等、特別の事情の下にある場合の出勤又は退勤の途上

（例示）
　ア　通常の勤務が終了した後、引き続き４時間以上の時間外勤務に服した場合の退勤途上

　イ　特に命じられて１時間以上早く出勤する場合の出勤途上

　ウ　いわゆる異常な時間帯（午後10時から翌日の午前５時まで）を３時間以上含む勤務終了後の退勤途上

	８　レクリエーション参加中の負傷
	　レクリエーションは、本来それ自体は、公務とはいえないものの、職員の元気回復を図り、もって公務の能率増進に寄与する側面をもっている。このため、一定の要件を満たすレクリエーションへの参加については、公務遂行性を認めることとしている。
①　地方公務員法第42条の規定に基づき、任命権者が計画し、実施したレクリエーションに参加している場合


	区　　分
	説　　　　　　明

	
	②　任命権者が地方公務員等共済組合法に基づく共済組合もしくは職員の厚生福利事業を行うことを主たる目的とする団体で、条例により設置され、かつ地方公共団体の長の監督の下にあるものと共同して行ったレクリエーションに参加している場合

③　その他、任命権者の支配管理の下に行われたレクリエーションに参加している場合

	９　設備の不完全又は管理上の不注意による負傷
	勤務場所又はその附属施設の設備の不完全又は管理上の不注意その他所属部局の責めに帰すべき理由によるもので次のような場合

①　所属部局が専用の交通機関を職員の出勤又は退勤の用に供している場合において、当該出勤又は退勤の途上にあるとき
②　勤務のため、勤務開始前又は勤務終了後に施設構内で行動している場合

③　休息時間又は休憩時間中に勤務場所又はその附属施設を利用している場合

	10　宿舎の不完全又は管理上の不注意による負傷
	公務運営上の必要により入居が義務付けられている宿舎において、宿舎の不完全又は管理上の不注意によって発生した負傷は公務災害となる。

（例示）

　　看護師の寄宿舎、警察官の待機宿舎

	11　職務遂行に伴う怨恨による負傷
	職務遂行中であっても、私的怨恨によって第三者から加害を受けたような場合には、公務外とされるが、職務遂行に伴う怨恨の場合は、執務中であると否とにかかわらず公務災害として取り扱われる。

	12　公務上の負傷又は疾病と相当因果関係をもって発生した負傷
	公務上の傷病の療養中に生じた災害については、一般に、公務と関連のない災害であるが、当初の公務上の傷病と、その療養中に公務によらない災害によって加重し、又は増悪した傷病（死亡した場合を含む。）との間に相当因果関係が認められる場合には、公務災害となる。
（例示）

公務上の負傷（不完全骨折）で療養中、機能回復訓練を行っているとき、転倒して、当初の不完全骨折部位を完全骨折した場合

　　ただし、公務上負傷した職員が医療機関に行く途中に自動車事故でけがをした場合は公務外

	13　その他公務と相当因果関係をもって発生した負傷
	前記の１から12までに掲げるもののほか、公務と相当因果関係をもって発生した負傷は公務災害となる。


（３）公務上の疾病の認定

　　　認定基準では次表の３つに区分しています。
　　　公務上の負傷に起因して発生した疾病の公務上外の判断は比較的容易であり、また、医学経験則上公務と相当因果関係が明らかな疾病を職業性疾病として明示していますが、その他の疾病は、発病に関し公務以外の原因（素因、基礎疾患、既存疾病など）が関与することが多いため、公務が相対的に有力な原因として作用したことが認められる場合に限って、公務上の災害となります。

（公務上の疾病となるもの）

	区　　分
	説　　　　　　明

	１　公務上の負傷に起因する疾病
	公務上の負傷（身体に与えられた刺激）に起因する疾病は、公務上の災害となります。

これに該当する疾病は次のとおりです。
事例としては、災害性の腰痛（後述（５）を参照）や外傷性肋膜炎等があります。

	
	①　負傷当時、疾病の素因がなかった者が、その負傷により発病した場合

	
	　　　　　　　　　　　　身体状況　　　　　　←負傷

発病線 ----------------------------------------------------------



	
	②　負傷当時、疾病の素因はあったが発病する程度ではなかった者が、その負傷により、その素因が刺激されて発病した場合

③　負傷当時、疾病の素因があり、早晩発病する程度であった者が、その負傷により、発病の時期を著しく早めた場合

	
	　　　　　　　　　　　　身体状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←負傷
発病線 ----------------------------------------------------------




	
	④　負傷当時、既に発病していた者が、その負傷により、その疾病を著しく増悪した場合

	
	
発病線 ----------------------------------------------------------

　　　　　　　　　　　　身体状況　　　　　　←負傷




	区　　分
	説　　　　　　明

	２　職業性疾　病　
	次の場合は、それぞれの業務に伴う有害作用の程度が当該疾病を発症させる原因となるのに足るものであり、かつ、当該疾病が医学経験則上当該原因によって生ずる疾病に特有の症状を呈した場合は、公務以外の理由により発病したという反証のない限り公務上の災害となります。

①　物理的因子にさらされる業務に従事したため生じた疾病

②　身体に過度の負担のかかる作業態様の業務に従事したため生じた疾病

③　化学物質等にさらされる業務に従事したため生じた疾病

④　粉じんを飛散する場所における業務に従事したため生じたじん肺症

⑤　細菌、ウイルス等の病原体にさらされる業務に従事したため生じた疾病

⑥　がん原性物質又はがん原性因子にさらされる業務に従事したため生じた疾病

	３　その他公務に起因する疾病
	１及び２に掲げるもののほか、公務に起因することが明らかな疾病は公務上のものとし、これに該当する疾病は次のものです。
①　伝染病又は風土病に罹患するおそれのある地域に出張した場合における当該伝染病又は風土病

②　健康管理上の必要により任命権者が執った措置（予防注射及び予防接種を含む。）により発生した疾病

③　公務運営上の必要により入居が義務付けられている宿舎の不完全又は管理上の不注意により発生した疾病

④　勤務場所又はその附属施設の不完全又は管理上の不注意その他所属部局の責めに帰すべき事由により発生した疾病

⑤　職務の遂行に伴う怨恨によって発生した疾病

⑥　所属部局の提供する飲食物による食中毒
⑦　その他公務と相当因果関係をもって発生したことが明らかな疾病

　　事例としては、腰痛又は脳疾患や心臓疾患などがあり、これらの基準は後述の（５）のとおりです。


（４）公務上の障害又は死亡の認定

　　　公務上の負傷又は疾病と相当因果関係をもって生じたことが明らかな障害又は死亡は、公務上のものとなります。

（５）個別の通知により認定の取扱いが定められている疾病について
　　①　腰痛の認定

　　　　腰痛は、仕事中でも日常生活のなかでも、場所や時刻にかかわりなく、また、腰部に作用した力の強さを問わず発症し、加齢による腰椎の変性や日常生活における運動量なども発症に影響を及ぼすため、職務遂行中に発症したから公務に起因して発症したものとは言えません。そこで、腰痛については、公務起因性を判断するため次の基準により取り扱っています。
	区　　分
	取扱い基準

	災害性の原因による腰痛
	　公務上の負傷（急激な力の作用による内部組織の損傷を含む。以下同じ。）に起因して発症した腰痛で、次の①及び②に掲げる要件のいずれをも満たし、かつ、医学上療養を必要とするものは、公務上の負傷に起因する疾病として取り扱います。

　①　腰部の負傷又は腰部の負傷を生ぜしめたと考えられる通常の動作とは異なる動作による腰部に対する急激な力の作用が、公務遂行中に突発的な出来事として生じたと明らかに認められるもの。

　②　腰部に作用した力が腰痛を発症させ、腰痛の既往症を再発させ、又は基礎疾患を著しく増悪させたと医学的に認められるもの。
事例としては、

　　・重量物の運搬中に転倒したり、あるいは重量物を２人がかりで運搬中に１人が滑って肩から荷をはずしたりしたような事故的な理由により瞬時に重量が腰部に負荷された場合

　　・事故的な理由はないが、重量物の取扱いに当たって、その物が予想に反して著しく重かったり、あるいは軽かったりしたときや、重量物の取扱いに不適当な姿勢をとったときに脊柱を支持するための力が腰部に異常に作用した場合

　上記の要件を満たさない腰痛については、たとえ公務中に発症したとしても、災害性の原因による腰痛とは認められません。例えば、相当の重量物であっても、日常生活の動作において、通常取り扱う程度の重量物を通常の作業姿勢で取り扱ったことにより発症した場合などです。

	災害性の原因によらない腰痛（１）
	次に掲げる業務等で腰部に過度の負担がかかる業務に比較的短期間（概ね３か月から数年以内）従事する職員に発症した腰痛で、当該職員の業務内容、作業態様、作業従事期間及び身体的条件から、当該業務に起因して発症したものと認められ、かつ、医学上療養を必要とするものは、公務上の疾病として取り扱います。

①　重量物（概ね20ｋｇ以上のもの）又は軽重不同の物を繰り返し中腰で取り扱う業務


	区　　分
	取扱い基準

	
	②　腰部にとって極めて不自然又は極めて非生理的な姿勢で毎日数時間程度行う業務

③　腰部の伸展を行うことのできない同一作業姿勢を長期間にわたり持続して行う業務

④　腰部に著しく粗大な振動を受ける作業を継続して行う業務

	災害性の原因によらない腰痛（２）
	重量物を取り扱う業務（概ね30ｋｇ以上の物を勤務時間の３分の１程度以上取り扱う業務又は概ね20ｋｇ以上の物を勤務時間の半分程度以上取り扱う業務をいう。）又は腰部に過度の負担のかかる作業態様の業務（重量物を取り扱う業務と同程度以上に腰部に負担のかかる業務をいう。）に相当長期間（概ね10年以上）にわたって継続して従事する職員に発症した慢性的な腰痛のうち、胸腰椎に著しく病的な変性（高度の椎間板変性や椎体の辺縁隆起等）が認められ、かつ、その程度が通常の加齢による骨変化の程度を明らかに超えるもので、当該職員の業務内容、作業態様、作業従事期間及び身体的条件からみて、当該業務に起因して発症したものと認められ、かつ、医学上療養を必要とするものは、公務上の疾病として取り扱います。

	その他公務に起因することが明らかな腰痛
	前記の腰痛には該当しないものの、腰部に過度の負担がかかる業務を継続的に行い、しかも、相当期間継続的にこれらの業務に従事する等過度な公務に従事し、その腰痛と公務との間に相当因果関係が明らかに認められる場合は、公務上の災害となります。


　　　　認定請求にあたっては、災害性や素因の有無を判断するため、次の資料を提出することが必要です。

　　　○既往歴報告書

　　　○（医学的資料の収集に係る）同意書

	区　　分
	取扱い基準

	治療の範囲
	腰痛の既往症又は基礎疾患のある職員が腰痛を発症又は増悪させた場合には、原則としてその発症又は増悪前の状態に回復させるためのものに限られます。
ただし、その状態に回復させるための治療の必要上、既往症又は基礎疾患の治療を要すると認められるものについては、治療の範囲に含まれます。

	治療期間
	適切な治療によれば、ほぼ３、４カ月以内にその症状が軽快するのが通常であり、特に症状の回復が遅延する場合でも１年程度の療養で消退又は固定するものと考えられます。
ただし、上記「災害性の原因によらない腰痛（２）」については、必ずしもこのような経過をとるとは限りません。


※頚部痛についても、素因・基礎疾患等が関与することがあるため、認定の考え方等について腰痛に準じた取り扱いをしています。

　　②　心・血管疾患及び脳血管疾患等の認定

　　　　心・血管疾患及び脳血管疾患等（負傷に起因するものを除く。）は、基礎となる高血圧、動脈硬化等による血管病変又は動脈瘤等の基礎的病態（血管病変等）が加齢や一般生活等における諸種の要因（危険因子）によって増悪し、発症に至る場合がほとんどで、職場、自宅の別はもとより、勤務中、休息中、睡眠中の別なく発症するものであるとされています。

　　　　このため、心・血管疾患及び脳血管疾患等が公務に起因することが明らかな疾病として認定されるためには、公務による精神的、肉体的に過重な負荷（過重負荷）が血管病変等をいわゆる自然的経過を超えて急激に著しく増悪させ、発症させたと医学的に認められることが必要であり、当該心・血管疾患及び脳血管疾患等の発症に当たって公務が相対的に有力な原因であると判断される場合には公務との相当因果関係が認められ、公務上の災害として取り扱われるものとされています。
	区　　分
	取扱い基準

	公務上の認定
	次の要件をいずれも満たす場合に、公務上の災害として取り扱われます。

①　発症前に、業務に関連してその発生状態を時間的、場所的に明確にし得る異常な出来事・突発的事態に遭遇したことにより又は通常の日常の業務（被災職員が占めていた職に割り当てられた職務であって、正規の勤務時間「1日当たり平均おおむね８時間勤務」内に行う日常の職務をいいます。）に比較して特に質的に若しくは量的に過重な職務に従事したことにより、医学経験則上、心・血管疾患及び脳血管疾患の発症の基礎となる高血圧症、血管病変等の病態を加齢、一般生活によるいわゆる自然的経過を早めて急激に著しく増悪させ、当該疾患の発症原因とするに足る強度の精神的又は肉体的負荷（以下「過重負荷」といいます。）を受けていたこと。
②　過重負荷を受けてから心・血管疾患及び脳血管疾患の症状が顕在化（自他覚症状が明らかに認められること）するまでの時間的間隔が医学上妥当と認められること。（通常は、過重負荷を受けてから24時間以内に症状が顕在化するが、症状が顕在化するまでに２日程度以上を経過する症例もあります。）

	異常な出来事・突発的事態に遭遇したこと
	（１）医学経験則上、心・血管疾患及び脳血管疾患を発症させる可能性のある爆発物、薬物等による犯罪又は大地震、暴風、豪雨、洪水、高潮、津波その他の異常な自然現象若しくは火災、爆発その他これらに類する異常な状態に、職務に関連して遭遇したことが明らかな場合
（２）心・血管疾患及び脳血管疾患の発症前に、日常は肉体的労働を行わない職員が、勤務場所又はその施設等の火災等特別な事態が発生したことにより、特に過重な肉体的労働を必要とする職務を命じられ、当該職務を行っていた場合


	区　　分
	取扱い基準

	
	（３）心・血管疾患及び脳血管疾患の発症前に、暴風、豪雪、猛暑等異常な気象条件下で長時間にわたって職務を行っていた場合
（４）その他、心・血管疾患及び脳血管疾患の発症前に、緊急に強度の身体的負荷を強いられる突発的又は予測困難な異常な事態並びに急激で著しい作業環境の変化の下で職務を行っていた場合

	過重な職務に従事したこと
	　医学経験則上、心・血管疾患及び脳血管疾患を発症させる可能性のある特に過重な職務に従事したことをいい、勤務形態・時間、業務内容・量、勤務環境、精神的緊張の状況及び疲労の蓄積等の面で特に過重な職務の遂行を余儀なくされた、次に掲げる場合等である。
（１）発症前１週間程度から数週間（「２～３週間」をいう。）程度にわたる、いわゆる不眠・不休又はそれに準ずる特に過重で長時間に及ぶ時間外勤務を行っていた場合

（２）発症前１カ月程度にわたる、過重で長時間に及ぶ時間外勤務（発症日から起算して、週当たり平均25時間程度以上の連続）を行っていた場合

（３）発症前１カ月を超える、過重で長時間に及ぶ時間外勤務（発症日から起算して、週当たり平均20時間程度以上の連続）を行っていた場合


認定請求にあたっては、公務起因性を判断するため、別途「心・血管疾患及び脳血管疾患等の職務関連疾患の認定調査票」を提出することが必要です。
＜認定対象疾患＞

　　１　心・血管疾患

　　（１）狭心症

　　（２）心筋EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(こうそく),梗塞)
　　（３）心停止（心臓性突然死を含む。）

　　（４）重症の不整脈（心室細動等）

　　（５）肺EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(そく),塞)栓症

　　（６）大動脈EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(りゅう),瘤)破裂（解離性大動脈EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(りゅう),瘤)を含む。）

２　脳血管疾患

（１）くも膜下出血

（２）脳出血

（３）脳EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(こうそく),梗塞)（脳血栓症、脳EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(そく),塞)栓症、ラクナEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(こうそく),梗塞)）

（４）高血圧性脳症

③　肝炎、エイズ等の認定

　　公務災害の対象となる傷病は、公務災害の認定を行う前提となる傷病が発症（発生）し、治療が必要な場合に限られています。しかし、肝炎、エイズ等については感染力が強かったり、感染した場合治ゆが難しいことなどから、患者に使用した注射針を誤って自分の指などに刺してしまう、いわゆる「針刺し事故」について、特例として下表のように発症以前にも検査や治療を療養補償の対象としています。
　　また、この特例は病院等に勤務する医療従事者に限らず、全職員が対象となりますので、特に救急隊員の方は参考にしてください。

　　なお、発症した場合には、公務と相当因果関係をもって発症したと認められる限り、公務上の災害として他の疾病と同様に補償の対象となります。

（「針刺し事故」等の取扱）

	区　　分
	取扱い基準

	Ｂ型肝炎（ＨＢＶ）
	　発症前であっても、次の場合については、当該負傷等を災害とみなして、下記の処置や検査を療養補償の対象とします。

　ただし、負傷等以前又は直後の検査により既にＨＢＶ（Ｂ型肝炎ウイルス）に感染していたことが明らかな場合は、その後の検査は療養補償の対象にはなりません。

　感染確認前

　　　ＨＢＶに汚染された血液等を含む注射針等により公務上負傷した場合、又は、既存の負傷部位、眼球等に公務に起因してＨＢＶに汚染された血液等が付着した場合は、洗浄、消毒等の処置とともに、抗ＨＢｓ人免疫グロブリン製剤の注射が認められます。

　　　Ｂ型肝炎ワクチンの接種は、汚染血のＨＢｅ抗原が陽性の場合に限ります。

　　　なお、負傷を伴わず単にＨＢＶに汚染された血液が皮膚に付着した場合等感染の危険が少ない事故に対して、又は汚染事故前に予防を目的として、抗ＨＢｓ人免疫グロブリン製剤の注射若しくはＢ型肝炎ワクチンの接種が行われた場合は、療養補償の対象にはなりません。
　　　ＨＢｓ抗原抗体検査については、医師が必要と認めた場合、検査は１回だけでなく追跡検査も認められますが、長期（概ね１年程度）にわたり検査結果が陰性の場合、原則的にその後の検査は療養補償の対象とはなりませんので、この時点で治ゆ報告書を提出してください。

　感染確認後

　　　医学上必要な治療は療養補償の対象となります。


	区　　分
	取扱い基準

	Ｃ型肝炎（ＨＣＶ）
	　発症前であっても、次の場合については、当該負傷等を災害とみなして、下記の処置や検査を療養補償の対象とします。

　ただし、負傷等以前又は直後の検査により既にＨＣＶ（Ｃ型肝炎ウイルス）に感染していたことが明らかな場合は、その後の検査は療養補償の対象にはなりません。
　感染確認前

　ＨＣＶに汚染された血液等を含む注射針等により公務上負傷した場合、又は、既存の負傷部位、眼球等に公務に起因してＨＣＶに汚染された血液等が付着した場合は、洗浄、消毒等の処置とともに、ＨＣＶ抗体検査等が認められ、医師が必要と認めた場合、検査は１回だけでなく追跡検査も認められますが、長期（概ね６カ月程度）にわたり検査結果が陰性の場合、原則的にその後の検査は療養補償の対象とはなりませんので、この時点で治ゆ報告書を提出してください。

　感染確認後

　　　医学上必要な治療は療養補償の対象となります。

　　　ＨＣＶ抗体検査の結果、陽性と判断されＣ型肝炎として治療を要する状態であると医師が判断した場合は、１カ月程度のインターフェロン製剤（ＩＦＮ）投与が認められます。ＩＦＮ投与後、Ｃ型慢性活動性肝炎に移行した場合は、健康保険に準拠した取扱いでＩＦＮ投与が療養補償の対象となります。

	エイズ（ＨＩＶ）
	　発症前であっても、次の場合については、当該負傷等を災害とみなして、下記の処置や検査を療養補償の対象とします。
　ただし、負傷等以前又は直後の検査により既にＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）に感染していたことが明らかな場合は、その後の検査は療養補償の対象にはなりません。

　感染確認前

　ＨＩＶに汚染された血液等を含む注射針等により公務上負傷した場合、又は、既存の負傷部位、眼球等に公務に起因してＨＩＶに汚染された血液等が付着した場合は、洗浄、消毒等の処置とともに、ＨＩＶ抗体検査等が認められ、医師が必要と認めた場合、検査は１回だけでなく追跡検査も認められますが、長期（概ね３～４カ月程度）にわたり検査結果が陰性の場合、原則的にその後の検査は療養補償の対象とはなりませんので、この時点で治ゆ報告書を提出してください。

　感染確認後

　　　ＨＩＶについては、感染をもって発症とみます。
　　　医学上必要な治療及び検査は療養補償の対象となります。


	区　　分
	取扱い基準

	梅毒
	　梅毒血清反応強陽性患者に使用した注射針等により刺傷し、当該刺傷を原因として梅毒の感染の危険が医学上極めて高いと判断され、当該刺傷に対する治療の一環として医師が必要と認めた場合は、抗生物質の投与は療養補償の対象となります。

	ＭＲＳＡ（メシチリン耐性黄色ブドウ球菌）
	　ＭＲＳＡに感染し、その症状を呈するに至った場合には、検査を含む医学上必要な治療は療養補償の対象となります。

	ＡＴＬＡ（成人Ｔ細胞白血病）
	　感染率はＨＩＶよりも高いこと、発症した場合の死亡率が高いことから、Ｃ型肝炎等と同様に医学的に必要と認められる最小限度の期間の経過観察を認めています。

	破傷風
	　一般的には、破傷風に感染すると７～10日後に発病するが、潜伏期の長いものは１カ月前後から数カ月に及ぶものがあり、完全に発症を抑えるためには通常１年で３回の予防注射が必要とされています。
　しかし、通常切創等において破傷風が発症することは少ないと考えられ、一般的な予防措置は療養補償の対象となりません。

　ただし、医師が負傷の部位とその状態、その地域における破傷風の状況、被災時の状況等からみて当該切創等により破傷風が発症する危険性が極めて高く破傷風トキソイドを注射する等の予防措置が必要と判断した場合には療養補償の対象となります。その場合の注射の回数は、医師の診断書等に基づき判断することとなります。

	汚染状況不明
	　注射針に付着していた血液等がＢ型肝炎ウイルス等に汚染されている恐れがあり、感染の危険性が高いと医師が判断した場合には上記に準じて取り扱い、必要に応じて経過観察も認められます。


④　精神疾患等の認定
　　精神疾患の発症には、業務による精神的又は肉体的負荷のほかに、家庭問題、金銭関係等の業務以外の負荷や、精神疾患の既往歴、社会適応状況における問題等の個体側要因が影響する場合があります。

このため、精神疾患が公務に起因することが明らかな疾病として認定されるためには、①対象疾病発症前のおおむね６か月の間に、業務により強度の精神的又は肉体的負荷を受けたことが認められること、②業務以外の負荷及び個体側要因により対象疾病を発症したとは認められないこと、の２つが要件とされています。

　　なお、自殺については、公務と精神疾患との間に相当因果関係が認められ、かつ、当該精神疾患と自殺との間に相当因果関係が認められるときに、公務起因性が認められます。

	区　　分
	取　　扱　　い　　基　　準

	対象疾病
	国際疾病分類第10回修正版（以下「ＩＣＤ－10」という。）第Ⅴ章「精神及び行動の障害」に分類される疾患であって、器質性のもの（Ｆ０）及び有害物質に起因するもの（Ｆ１）は除く。
業務に関連して発症する可能性のある精神疾患は、主としてＩＣＤ－10のＦ２からＦ４までに分類される精神疾患とされている。
Ｆ２　統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

Ｆ３　気分（感情）障害

Ｆ４　神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害

なお、いわゆる心身症は、対象疾病とならない。

	業務により強度の精神的又は肉体的負荷を受けたこと
	「業務により強度の精神的又は肉体的負荷を受けたこと」とは、具体的に、次のような事象を伴う業務に従事したことをいう。

（１）人の生命にかかわる事故への遭遇

（２）その他強度の精神的又は肉体的負荷を与える事象

	人の生命にかかわる事故への遭遇
	①　生死にかかわる、極度の苦痛を伴う、又は永久労働不能となる後遺障害を残すような業務上の病気やけがをしたと認められる場合

②　①に準ずるような出来事に遭遇したと認められる場合

	その他強度の精神的又は肉体的負荷を与える事象
	①　第三者による暴行、重大な交通事故等の発生により、おおむね２か月以上の入院を要する、又は地方公務員災害補償制度の障害補償年金に該当する若しくは原職への復帰ができなくなる後遺障害を残すような業務上の病気やけがをしたと認められる場合

②　発症直前の２週間程度以上の期間において、いわゆる不眠・不休の状態下で行う、犯罪の捜査若しくは火災の鎮圧又は、危険、不快、不健康な場所等において行う、人命の救助その他の被害の防禦等に従事したと認められる場合（１日当たりの勤務時間が特に短い場合、手待時間が多い等の勤務密度が特に低い場合を除く。）




	区　　分
	取　　扱　　い　　基　　準

	
	③　②の職務遂行中における二次災害、重大事故等の発生等への対処等に従事したと認められる場合

④　発症直前の１か月におおむね160時間を超えるような、又は発症直前の３週間におおむね120時間以上の時間外勤務を行ったと認められる場合（手待時間が多い等の勤務密度が特に低い場合を除く。）

⑤　発症直前の連続した２か月間に１月当たりおおむね120時間以上の、又は発症直前の連続した３か月間に１月当たりおおむね100時間以上の時間外勤務を行ったと認められる場合

⑥　発症直前の１か月間以上の長期間にわたって、質的に過重な業務を行ったこと等により、１月当たりおおむね100時間以上の時間外勤務を行ったと認められる場合

⑦　上司、同僚、部下等の事故、傷病等による休業又は欠員が発生し、かつ、それに対して職場の適切な支援・協力等がなされなかったこと等により、②から⑥までに準ずる肉体的過労等を生じさせる業務に従事したと認められる場合

⑧　組織の責任者として連続して行う困難な対外折衝又は重大な決断等を伴う業務に従事したと認められる場合

⑨　組織・機構等の改革又は人事異動等による、急激かつ著しい職務内容の変化を伴う業務に従事したと認められる場合

⑩　職場でひどい嫌がらせ、いじめ又は暴行を執拗に受けたと認められる場合

⑪　重大な不祥事が発生し、責任者としてその対応に当たったと認められる場合

⑫　①から⑪までに準ずるような業務による負荷があったと認められる場合


２　通勤災害の認定
　　通勤災害は、「通勤遂行性」と「通勤起因性」により、通勤災害に該当するかどうかを認定します。「通勤遂行性」を判断するときにまず問題となるのが、通勤の定義と範囲です。
（１）通勤の定義
　　　通勤災害とは、職員が、勤務のため、住居と勤務場所との間を、合理的な経路及び方法により往復することに起因する災害をいいます。（公務災害に当たるもの（前述１（２）７参照）もあります。）したがって、その往復の経路を逸脱し、又はその往復を中断した場合においては、業務との密接な関連性が失われるため、当該逸脱又は中断の間及びその後の往復中の災害は、通勤災害とはされません。
ただし、当該逸脱又は中断が日用品の購入等、日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるものを、やむを得ない理由により行うための最小限度のものである場合には、当該逸脱又は中断の間に生じた災害を除き、通勤災害とされます。
　　　また、勤務場所が複数ある場合の、一つの勤務場所から他の勤務場所への移動や、単身赴任の場合に、赴任先での住居と勤務場所の間の往復に先行又は後続する、配偶者の住居と赴任先の住居の間の移動も、ここでいう通勤に含まれます。
	・合理的経路及び方法による場合






	━━○━━　通勤災害該当

──×──　通勤災害非該当



	・逸脱又は中断した場合

（日用品の購入等の場合）







	（日用品の購入等以外の場合）









逸脱：通勤とは関係のない目的で、合理的経路からそれること
中断：合理的な経路上で、通勤目的から離れた行為を行うこと

（２）通勤の範囲
	項　　目
	左の項目に該当する場合
	該当しない場合

	勤務のため
	　勤務に就くため、又は勤務を終了したことにより行われる往復行為をいい、往復行為が、全体としてみて、勤務と密接な関連性をもって行われるものをいいます。

	
	○通勤途中で作業衣、定期券等、勤務又は通勤に関係のあるものを忘れたことに気付き、これを取りに戻る場合

○交通途絶、スト等の交通事情により、許可を受けて引き返す場合

○レクリエーション（公務災害と認定される場合に限る。）に参加する場合

○次の勤務時間までの間に相当の間隔がある場合において、住居との間を往復する場合

○遅刻して出勤し、又は早退する場合（短時間の休息時間や勤務時間中に私用で帰るのは、勤務を終了して帰る場合とは認められないので通勤としない。）
	×出勤途中で自己都合により引き返す場合

×休日等に勤務公署の運動施設を利用するため住居と勤務公署との間を往復する場合

×親睦会主催、任意参加の遠足に参加する場合

×勤務時間終了後相当時間にわたり囲碁、将棋等私用を弁じた後、帰宅する場合

	住居
	　職員が居住して日常生活の用に供している生活の本拠としての家屋のほか、次の場合を含みます。

	
	○家族と共に生活している家等、通常勤務のための出勤の始点

○単身赴任者等が家族の住む家から反復・継続性をもって通勤する場合の家族の住む家

○通常の勤務のために、又は長時間の残業、早出出勤等に備えて設けた宿泊場所

○交通事情等のために一時宿泊する旅館、ホテル等

○家族が長期入院し看病する必要がある場合の病院

○台風等で避難場所から出勤する場合の当該外避難場所
	×地方出身者の一時的帰省先

×単身赴任者が年末年始のみ家族と共に過ごす場合の家族の住居

×家族と共に郷里の実家に行き、そこから出勤する場合の当該実家


	項　　目
	左の項目に該当する場合
	該当しない場合

	勤務場所
	　職員が職務を遂行する場所として、明示又は黙示の指定を受けた場所をいい、通常の勤務公署のほか、外勤職員の外勤先なども該当します。

	
	○通常の勤務提供の場所

○レクリエーション（公務災害と認定される場合に限る。）の場所
	×同僚との懇親会、同僚の送別会の会場

	合理的な経路及び方法

　　（経路）
	　社会通念上、住居と勤務場所との間を往復する場合に、一般に、職員が用いると認められる経路及び方法をいいます。

	
	○定期券による経路

○通勤届による経路

○定期券による経路ではないが、通常これと代替することが考えられる経路

○経路上の道路工事等、当日の交通事情によりやむを得ず迂回する経路

○事故、スト等の場合の代替輸送機関による経路

○座席確保や急行列車利用のため１～２駅戻る経路

○誤って１～２駅乗り越して戻る経路

○乗降駅以外の駅へ定期券を購入しに行く経路

○通常の経路を少し離れた場所にある便所に行く経路

○自動車通勤の者がガソリン補給のためにガソリンスタンドに立ち寄る経路

○自動車通勤の者がその自動車の修理のため最小限度の迂回をする経路

○共稼ぎの職員が子供を託児所に連れて行く経路
	×鉄道線路、高速道路等の歩行が禁止されている場所を歩行する場合の経路

×交通事情によらず、著しく遠回りとなる経路

	　　（方法）
	○電車、バス等公共交通機関を利用する場合

○自家用自動車（友人のものに同乗する場合を含む。）、自転車等を使用する場合

○徒歩による場合

○通常、電車、バス等公共交通機関を利用している者が、

　・勤務終了後の私用のため、自家用自動車を利用して出勤する場合

　・遅刻状態にあるため勤務時間に間に合うようタクシーを利用した場合
　・雨天のため、妻に自家用自動車で送らせた場合
	×運転免許を受けていない者の運転する自動車を利用する場合
×飲酒運転の場合、又はそれを知りながら同乗する場合


（３）日常生活上必要な行為
	項　　目
	左の項目に該当する場合
	該当しない場合

	日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるもの
	　逸脱又は中断であっても、「日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるもの」に該当する行為を、やむを得ない理由により行うための最小限度のものであるときは、その逸脱又は中断の間を除き、通勤として取り扱われます。

	日用品を購入する行為
	○パン、米、酒類等の飲食料品
○家庭用薬品

○下着、ワイシャツ、背広、オーバー等の衣料品

○石油等の家庭用燃料品

○身廻り品

○文房具、書籍等

○電球、台所用品等

○子供の玩具
	×装飾品、宝石等の奢侈品
×テレビ、冷蔵庫、ピアノ、自動車、机、たんす等の耐久消費財

×スキー、ゴルフ等のスポーツ用品

	　日用品の購入に準ずる行為
	○独身職員が通勤途中で食事をする行為
○クリーニング店に立ち寄る行為

○理髪店、美容院に行く行為

○テレビ、冷蔵庫等の修理を依頼しに行く行為

○税金、光熱水費等を支払いに行く行為

○市役所等に住民登録、戸籍抄本等を取りに行く行為

（逸脱又は中断としない行為）

　・経路上の店で、タバコ・雑誌等を購入する場合

　・駅構内でソバ等を立食する場合
	×通勤途中で娯楽等のため麻雀、パチンコ、ゴルフ練習、ボーリング等をする場合
×居酒屋、スナック、屋台等で飲食をする場合

×映画、観劇等のため回り道をする場合

×同僚の送別会に行く場合

×冠婚葬祭に行く場合

×友人宅、親類宅等を訪ねる場合

	　教育、職業訓練を受ける行為
	○中学校、高等学校、義務教育学校、中等教育学校、大学、高等専門学校、特別支援学校における教育
○職業能力開発校、職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発促進センター等における職業訓練

○学校教育法第124条に規定する専修学校における教育

○職業能力開発促進法第27条に規定する職業能力開発総合大学校における職業訓練
	×趣味又は娯楽のためのもの


	項　　目
	左の項目に該当する場合
	該当しない場合

	 
	○学校教育法第134条に規定する各種学校における教育で、一般的に職業に必要な技術に関し1年以上の修業期間を定めて行われるもの
○上記のほか、教育訓練の内容及び形態がこれらに準ずると認められる教育訓練
	

	　病院等で診察、治療を受ける行為等
	○人工透析を受けるため病院等に立ち寄る行為
○接骨、あん摩、はり、きゅう等の施術を受けるため施術所に立ち寄る行為

○家族の見舞等のため病院等に立ち寄る行為
	

	選挙権の行使等
	○国政選挙、地方選挙等の投票に行く行為
○住民の直接請求権等の行使等の行為
	

	2週間以上の介護
	○2週間以上の期間にわたり、日常生活に支障のある配偶者、子、父母等の介護のため、住居や一時入所している施設に立ち寄る場合
	×単に様子を見に行く場合
×通常介護を行なう者に代わって、たまたま介護を行う場合


（４）通勤起因性
　　　通勤遂行性が認められるからといって、必ずしも通勤起因性が認められるわけではなく、経験則上、「通勤に通常伴う危険」が現実化したものと認められる場合に、通勤起因性が認められます。
（５）通勤による災害の認定
　　　通勤災害は、通勤に起因する負傷、疾病、障害又は死亡に分けられます。

　　ア　通勤による負傷

　　　　通勤による負傷については、特に通勤に起因したものではないと認められるものを除き、原則として、通勤によるものとされます。

　　イ　通勤による疾病

　　　　通勤による負傷に起因して生じた疾病その他通勤に起因することが明らかな疾病が、これに該当します。

　　ウ　通勤による障害又は死亡

　　　　通勤による負傷又は疾病と相当因果関係をもって生じたことが明らかな障害又は死亡が、これに該当します。
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